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中央省庁の政策評価に関する基本的事項を定めた政策評価法が成立し、 年が経過した。

平成９年の政府の行政改革会議最終報告では、新たな中央省庁の在り方として、省庁再

編とともに政策評価制度の導入が提言された。「法律の制定や予算の獲得等に重点が置か

れ、その効果やその後の社会情勢の変化に基づき政策を積極的に見直すといった評価機能

は軽視されがち」とされ、効果的・効率的な政府の実現と国民への説明責任の全うは政策

評価法の目的として第１条に明記された。

平成 年の政策評価法施行後、近年は毎年２～３千件の政策評価が実施されてきたが、

次第に「政策評価疲れ」の弊害が指摘されるようになる。効率的・効果的な行政の実現が

政策評価の目的であるにもかかわらず、膨大な資料の作成・調整作業に疲弊し、報告書を

作ることが目的化しているとされ、実効性に疑問が呈されるようになった。

平成 年度には、評価様式が府省ごとに区々であったところ、目標の達成度合いを５段

階表示に統一することや評価の実施時期を毎年ではなく施策の節目ごとにするといったメ

リハリ付けが行われた。コロナ禍を経てデジタル時代に見合った政策形成・評価の在り方

が議論される中で、政策の特性に応じた評価を可能とすべく５段階表示等の評価様式にこ

だわらず、各府省の独自様式での取りまとめを可とする基本方針が令和５年に決定された。

行政事業レビューの記述をもって政策評価書を簡素化するなど評価疲れ対策が進んでいる。

平成 年度から租税特別措置の政策評価が法律で義務付けられ、２～５年ごとの各措置

の延長に際し、所管府省による政策評価の結果の客観性を担保すべく総務省行政評価局が

チェックしているが、将来の効果（達成目標）が定量的に予測されていないとして、延長

のたびに繰り返し指摘される措置もある。総務省の政策評価審議会においても、他所管府

省との間で改善が望めないやりとりを続けることへの問題意識が語られている。政策評価

の意義の再確認と共有が求められている。

政策評価法は、各府省による自己点検評価が基本的な枠組みとなっている。有効性を検

証できない政策は廃止することが前提ならば、担当する政策の実現に向けコストをかけて

きた立案者による自己評価がお手盛り志向に傾く場合もあり得よう。

令和７年２月に開かれた参議院行政監視委員会における参考人からの意見では、地方自

治体でのＥＢＰＭを推進するため、価値判断を前提とせずエビデンス情報を収集し自治体

間で共有すること、収集に要する費用として国からの補助事業に一定の予算額を組み込む

ことが提案された。価値中立的な情報収集とそのための費用を明示的に確保する仕組みは、

各府省がより実質的な政策評価の実現に向けて取り組む際には、有効な手法と思われる。

政策評価に取り組むインセンティブ 
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１．はじめに  

２．本法律案提出の経緯 

（１）近年の情報通信を取り巻く環境の変化 

（２）総務省における検討 

３． 本法律案の主な内容 

 （１）ユニバーサルサービスの確保 

 （２）公正競争の確保 

（３）通信インフラの維持・確保 

 （４）ＮＴＴに関する規律の担保措置 

（５）その他 

４．主な論点  

 （１）ＮＴＴによるメタル固定電話のサービス提供範囲の縮小 

 （２）ブロードバンドのユニバーサルサービス制度の運用開始に向けた取組 

 （３）公設光ファイバの民間移行に向けた取組 

 （４）本法律案の附則における見直し規定の趣旨 

５．おわりに 

 

１．はじめに1 

 令和７年３月14日、政府は「電気通信事業法及び日本電信電話株式会社等に関する法律

の一部を改正する法律案」（閣法第54号。以下「本法律案」という。）を閣議決定し、同日、

国会に提出した。本法律案は、ＮＴＴの電話の「あまねく提供責務2」を見直し、電話・ブ

ロードバンドともに、複数事業者が連携して全国をカバーする「最終保障提供責務3」を新

 
1 本稿は、令和７年４月 10 日現在の情報による。また、脚注のＵＲＬは、同日に確認を行った内容に基づく。 
2 後掲 ３（１）参照 
3 最終保障提供責務では、他事業者がサービス提供をしていない地域に限り、サービスの提供責務を負う。こ

のため、他事業者がサービス提供をしている地域では、サービスの提供義務を負わないこととなる。 
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たに設けるほか、ＮＴＴ東西の業務範囲規律の見直しなどを主な内容としている。 

本稿では、本法律案の主な提出の経緯・内容・論点について、ＮＴＴの在り方に関する

内容を中心に紹介する。なお、本稿では、日本電信電話株式会社を「ＮＴＴ持株」、東日本

電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社を「ＮＴＴ東西」、ＮＴＴ持株及びＮＴＴ東

西の両者を合わせて「ＮＴＴ」という。 

 

２．本法律案提出の経緯  

（１）近年の情報通信を取り巻く環境の変化 

近年、我が国の電気通信市場を取り巻く環境は、ブロードバンド化やモバイル化の進展

に伴い急速に変化している。電気通信市場では固定ブロードバンドやモバイルが競争の中

心となる中、ＮＴＴ東西のメタル固定電話4の契約数は、ピーク時の6,285万契約（平成10

年）から1,353万契約（令和５年度末）にまで減少している5。また、メタル回線設備の老朽

化が進んでおり6、令和７年１月にはメタル回線とつながる従来の公衆交換電話網（ＰＳＴ

Ｎ）が光回線につながるＩＰ網へ完全移行7するなど、ネットワーク構造の大幅な変革が進

行している。さらに、仮想化やクラウド化の進展に伴い、端末レイヤーやプラットフォー

ムレイヤーの市場支配的事業者がネットワーク領域へ進出するなど、レイヤー横断的な市

場構造の変化が生じているほか、情報通信インフラが社会経済活動に不可欠な基盤となる

中、国際競争力の強化と経済安全保障の確保が急務となっている。 

通信自由化により競争原理が導入されてから40年が経過し、これまで、日本電信電話株

式会社等に関する法律（昭和59年法律第85号。以下「ＮＴＴ法」という。）と電気通信事業

者が守るべき一般的なルールを定める電気通信事業法（昭和59年法律第86号）が「両輪」

となり、事業者間の公正な競争環境等が確保されてきたが、情報通信を取り巻く環境が大

きく変化する中、情報通信インフラの将来的な在り方を見据えた見直しが求められてきて

いる。 

 
4 メタル回線（銅線）を用いて音声を伝送する従来型の固定電話サービスのこと。 
5 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」（令 7.2）93 頁 
6 ＮＴＴは、老朽化したメタル回線設備について、回線の補修費用の増大や設備の劣化を背景に、令和 17（2035）

年を目途に維持限界を迎える見通しを示している（情報通信審議会 電気通信事業政策部会 通信政策特別委

員会（第２回）（令 5.9.12）議事録 23 頁）。 
7 ＮＴＴは、ＩＰ網への移行後もメタル回線を維持し、加入者交換機を「メタル収容装置」として利用し、変

換装置を経てＩＰ網へとつながっていく「メタルＩＰ電話」を提供している。 
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図表１ 電気通信事業法とＮＴＴ法における公正競争の確保 

（出所）情報通信審議会 電気通信事業政策部会（第67回）（令5.8.29）資料67-１-２等を基に筆者作成 

 

（２）総務省における検討 

 総務省は令和５年８月、令和２年の改正電気通信事業法・ＮＴＴ法（令和２年法律第30

号）の施行状況を含め、「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方」について、情報通

信審議会に対して諮問を行い、同審議会の電気通信事業政策部会の下に設置された「通信

政策特別委員会」において議論が行われた8。 

ア 情報通信審議会の「第一次答申」の公表と令和６年改正ＮＴＴ法 

令和６年２月に公表された情報通信審議会の「市場環境の変化に対応した通信政策の

在り方 第一次答申」（以下「第一次答申」という。）では、情報通信産業の国際競争力強

化を進める上で早期に結論が得られた事項（研究の推進責務の撤廃、研究成果の普及責

務の撤廃、外国人役員規制の緩和）を「速やかに実施すべき事項」とし、それ以外の事

項（ユニバーサルサービスの確保、公正競争の確保、経済安全保障の確保、ＮＴＴに関

 
8 このほか、自由民主党において、ＮＴＴ法の在り方について議論が行われた。令和５年６月、自由民主党の

「防衛関係費の財源検討に関する特命委員会」が取りまとめた提言では、ＮＴＴ法により、政府によるＮＴ

Ｔ持株の株式保有義務が課されていることについて、「通信手段が高度化・多様化し、国際競争も激しくなっ

ている中で、これらの義務を維持し続けることについて検討の余地がある」とした上で、「ＮＴＴ完全民営化

の選択肢も含め、ＮＴＴ法のあり方について、経済安全保障にも配慮しつつ、速やかに検討すべき」とした。

これを受け、自由民主党は同年８月、同特命委員会の下に、ＮＴＴ法の在り方に関するプロジェクトチーム

を設置し議論を行い、同年 12 月に提言を取りまとめた。同提言では、政府に対し、ＮＴＴ法において速やか

に撤廃可能な項目（研究の推進責務・研究成果の普及責務等）について令和６年の常会で措置すること、そ

れ以外の項目についても、令和７年の常会を目途に「電気通信事業法の改正等、関連法令に関する必要な措

置を講じ次第、ＮＴＴ法を廃止すること」を求めるなどとした（自由民主党ウェブサイト<https://www.jim

in.jp/news/policy/206053.html>、自由民主党ウェブサイト<https://www.jimin.jp/news/information/207

172.html>）。 

 ● 公正競争の促進

 NTT法目 固定通信 移動通信

対象
事業者

50％超の加入者回線シェア
（NTT東⻄）

10％超の端末シェア
（NTTドコモ等）

接続制度 接続約款の認可 等 接続約款の届出 等

卸役務

禁⽌⾏為
情報の目的外利⽤

不当に優先的な取扱い等
不当な規律・⼲渉

(収益シェア25％超︓NTTドコモ)

情報の目的外利⽤
グループ内事業者に対する

不当に優先的な取扱等

利⽤者
料⾦

アナログ固定電話等について
料⾦⽔準の上限を設定

­

 ※ その他の規律
 [電気通信役務の安定的かつ確実な提供] 技術基準の適合維持義務 等
 [利⽤者利益の保護] 提供条件の説明義務 等

電気通信事業法

卸役務内容の事後届出等

NTT法
● 業務
 NTT法の目的達成のため、業務範囲を規定
 ✓ NTT持株︓基盤的技術の研究、NTT東⻄への株主権⾏使や助⾔・
   あっせん 等
 ✓ NTT東⻄︓地域（県内）電気通信業務 等

● 責務
 適正かつ効率的な経営への配意に加え、以下の責務を規定
 ✓ 電話の役務のあまねく全国における適切、公平かつ安定的な提供
   の確保

● 担保措置
 当該業務の遂⾏や責務の履⾏のため、以下の担保措置を規定
 ✓ 株式保有義務︓政府によるNTT持株の1/3以上、NTT持株による
   NTT東⻄の総数
 ✓ 新株募集等︓総務⼤⾂認可
 ✓ 外資等規制︓外国⼈等の議決権割合は1/3未満（NTT持株のみ）、
   外国⼈の代表取締役への就任等の禁⽌
 ✓ 取締役等の選解任︓事後届出（NTT持株のみ）
 ✓ 定款変更・合併等︓総務⼤⾂認可
 ✓ 事業計画︓総務⼤⾂認可
 ✓ 財務諸表︓総務⼤⾂への提出
 ✓ 重要な電気通信設備の譲渡等︓総務⼤⾂認可（NTT東⻄のみ）
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する規律の担保措置等）を「今後更に検討を深めていくべき事項」として整理した。 

第一次答申等を踏まえ、令和６年３月１日に「日本電信電話株式会社等に関する法律

の一部を改正する法律案」が第213回国会（令和６年常会）に提出され、同年４月17日に

成立した（令和６年法律第20号。以下、同改正法を「令和６年改正ＮＴＴ法」という。）。

令和６年改正ＮＴＴ法では、第一次答申において「速やかに実施すべき事項」として整

理された①研究開発に係る責務の廃止、②外国人役員規制の緩和、③役員選解任の決議

に係る認可の緩和、④社名変更に関する規定の整備等が行われたほか、附則において、

「令和７年に開会される国会の常会を目途」として、ＮＴＴに対する規制の見直しを含

む「電気通信事業法の改正等必要な措置を講ずるための法律案を国会に提出するものと

する。」との検討規定が盛り込まれた（令和６年４月25日施行）。 

イ 情報通信審議会の「最終答申」の公表と本法律案の提出 

 第一次答申及び令和６年改正ＮＴＴ法の附則を踏まえ、通信政策特別委員会及びその

下に設置された①ユニバーサルサービス、②公正競争、③経済安全保障の３つのワーキ

ンググループにおいて、「今後更に検討を深めていくべき事項」について、事業者等のヒ

アリングを行いながら、それぞれ議論が進められた。その後、通信政策特別委員会の最

終報告書の公表（令和６年12月）等を経て、令和７年２月、情報通信審議会は「市場環

境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」（以下「最終答申」という。）を公表し

た。最終答申では、「今後総務省において実施すべき事項」として、①ユニバーサルサー

ビスの確保、②公正競争の確保、③経済安全保障の確保、④ＮＴＴに関する規律の担保

措置等について、電話のあまねく提供責務は最終保障提供責務に見直すことやブロード

バンドについて最終保障提供責務を新設することなど、29項目にわたる提言を行ってい

る（図表２）。 

 最終答申等を踏まえ、令和７年３月14日、政府は「電気通信事業法及び日本電信電話

株式会社等に関する法律の一部を改正する法律案」を閣議決定し、同日、国会に提出し

た。 
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図表２ 最終答申の提言（総務省において実施すべき事項） 

（出所）情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」を基に筆者作成 

 

３．本法律案の主な内容  

（１）ユニバーサルサービスの確保 

電気通信事業法第７条では、国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提

供が確保されるべき役務を基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス）として、それを

提供する電気通信事業者に対し、その適切、公平かつ安定的な提供に努めることを定めて

１．ユニバーサルサービスの確保に関する事項  

① 電話のユニバーサルサービスについて、ＮＴＴ東西のワイヤレス固

定電話の地域限定を緩和するとともに、モバイル網固定電話を追

加する。  

② ブロードバンドのユニバーサルサービスについて、未整備地域等

に限定して、ワイヤレス固定ブロードバンド（共用型）を追加する。 

③ 電話のあまねく普及責務は、最終保障提供責務に見直す。この

際、メタル固定電話の利用者の残存区域では、ＮＴＴ東西の業務区

域の縮小は制限する。  

※メタル回線設備については、ＮＴＴが移行計画を策定し、総務省

で検証 

④ ブロードバンドについて、最終保障提供責務を新設する。  

⑤ 第一種適格電気通信事業者（電話）と第二種適格電気通信事業

者（ブロードバンド）の義務は、最終保障提供責務に見直す。  

⑥ 最終保障提供責務を担う者は、適格電気通信事業者がいる地域

では適格電気通信事業者とし、適格電気通信事業者がいない地域

ではＮＴＴとする。  

⑦ 最終保障提供責務を担う者が、他事業者の業務区域や役務提供

義務の有無等を確認できる仕組みを設ける。  

⑧ 最終保障提供責務を担う者が、他事業者に、責務の履行に必要

な協力（設備の貸出し等）を求めた場合は、当該他事業者に協議に

応じる義務を課す。併せて、協議開始命令など、当該協議の実効性

を確保する制度を設ける。  

⑨ ユニバーサルサービスの提供者が、業務区域を縮小する場合は、

利用者への事前周知や事前届出を義務付ける。  

⑩ 電話のユニバーサルサービス交付金制度については、当分の間

は、内部相互補助を前提とする現行制度を基本的に維持した上

で、最終保障提供責務への見直し等に伴い必要な補正を行う。  

⑪ ブロードバンドのユニバーサルサービス交付金制度については、

支援区域外での最終保障提供責務の履行費用を補塡する措置を

講ずるとともに、ワイヤレス固定ブロードバンド（共用型）は、「一者

以下提供要件」の「一者」とは扱わないこととする。  

⑫ ユニバーサルサービスの提供者には、都市部以外の地域で、都市

部を上回る料金の設定を原則認めないこととする。  

⑬ ①・②・⑧に関し、ＮＴＴ東西が他者設備を利用する場合は、設備

の自己設置要件の例外に追加する。  

⑭ ＮＴＴ東西の線路敷設基盤の譲渡等について、規制コスト等を踏

まえ対象範囲を検討した上で、認可制を導入する。また、重要な電

気通信設備の譲渡等の認可を含めて、認可対象となる行為には

「処分」を含めることとする。  

 

２．公正競争の確保に関する事項  

① ＮＴＴ東西の本来業務について、県域業務規制を撤廃し、「東日本

地域又は西日本地域における通信」を媒介するサービスを提供す

る業務を基本とする。  

② ＮＴＴ東西の活用業務（電気通信業務以外の業務を含む。）につい

て、事前届出制を見直し、ＮＴＴ東西が活用業務の実施基準の作

成・届出を行った上で、総務省において実施基準の遵守状況を事後

検証する。  

③ ＮＴＴ東西の目的達成業務や目的業務区域外の地域電気通信業

務は、事前届出制から事後届出制に緩和する。  

④ ＮＴＴ東西が、移動通信業務やＩＳＰ業務など、公正競争の確保に支

障が生じるおそれがある業務は実施できない旨を法律上明確化す

る。  

⑤ ①の県域業務規制の撤廃に伴い、ＮＴＴ東西が県間設備について

他者設備を利用する場合は、設備の自己設置要件の例外に追加す

る。  

⑥ ＮＴＴ東西の線路敷設基盤の譲渡等について、規制コスト等を踏ま

え対象範囲を検討した上で、認可制を導入する。また、重要な電気

通信設備の譲渡等の認可を含めて、認可対象となる行為には「処

分」を含めることとする。【１⑭の再掲】  

⑦ ＮＴＴの累次の公正競争条件（在籍出向の禁止等）について、時代

に即して現行化を行った上で、電気事業法の例を参考に必要なもの

を法定化する。 

⑧ 市場支配的事業者（一種指定事業者と、二種指定事業者のうち一

定の収益シェアを有する者）について、登録の更新制（合併等審査）

の対象に、公正競争に影響を及ぼすおそれが大きいグループ内会

社との合併等を追加する。 

⑨ 市場支配的事業者について、目的外利用・提供が禁止される情報

に、卸役務に関する情報を追加する。 

⑩ 鉄塔等の貸出しを行うインフラシェアリング事業者について、認定

を受けた場合は、適正・公平な利用等を担保した上で、公益事業特

権（土地等の使用に係る権利）を付与する。 

⑪ 国内電報・国際電報の事業について、電気通信事業法に基づく特

別な規律を廃止し、信書便法に基づく規律を課すこととする。 

⑫ ＮＴＴ東西のメタル固定電話や公衆電話は、プライスキャップ規制

の対象外とする。【関連：１⑫】 

⑬ 公正競争の確保に関し、検証を通じた規制のＰＤＣＡサイクルを法

定化する。 

 

３．経済安全保障の確保に関する事項  

① ＮＴＴの外資総量規制について、電波法や放送法の例に倣い、その

遵守状況等を定期的に確認する制度を導入する。 

  

４．ＮＴＴに関する規律の担保措置に関する事項  

① ＮＴＴ東西の合併等の認可について、小規模な非電気通信事業者

との合併等は対象外とする。 

② ＮＴＴの財務諸表の提出義務は、撤廃する。 
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いる。現在、電話・ブロードバンドともにユニバーサルサービス制度が設けられており9、

ユニバーサルサービスの確保に必要なコストの一部（不採算地域における提供コスト）を、

事業者間で負担することとされている10。また、ＮＴＴ法第３条では、ＮＴＴに対し、電話

については、「あまねく提供責務」（他事業者の提供地域においても、サービス提供責務を

負う。）を規定し、ユニバーサルサービスの提供責務を課しているが、ブロードバンドにつ

いては、当該責務は課されていない。 

 

図表３ 電話とブロードバンドのユニバーサルサービスの比較 

（出所）ユニバーサルサービスワーキンググループ（第１回）（令6.1.31）資料１-３を一部加工 

 

ＮＴＴは、メタル回線設備が令和17（2035）年頃に維持限界を迎えるという見込みを示

しており11、メタル回線設備の円滑な縮退とともに、電話とブロードバンドが全国のどこで

も利用できる環境の整備が課題となっている。 

 
9 電話のユニバーサルサービス制度については、平成 13 年の電気通信事業法の改正（平成 13 年法律第 62 号）

により創設され、平成 18 年度から運用が開始されている。ブロードバンドについては、令和４年の電気通信

事業法の改正（令和４年法律第 70 号）により制度が創設されたが、令和７年３月現在において運用は開始さ

れていない。電話については、固定電話、公衆電話及び緊急通報が、ブロードバンドについては有線ブロー

ドバンドサービス（ＦＴＴＨ等）がそれぞれユニバーサルサービスの対象とされている（電気通信事業法施

行規則第 14 条、第 14 条の３）。 
10 総務省は、事業者が、負担金を利用者に転嫁するかどうか、転嫁するとした場合にどのように転嫁するかは、

各事業者の判断に委ねられるとしているが、電話のユニバーサルサービス制度では多くの事業者が利用者に

負担金を転嫁しており、ブロードバンドについても、同様に負担金が利用者に転嫁される可能性がある（総

務省ウェブサイト ユニバーサルサービス制度〈https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/unive

rsalservice/index.html〉）。 
11 前掲注６ 
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最終答申では、電話について、ＮＴＴ東西のメタル固定電話は、令和12（2030）年頃で

も約730万の利用者の残存が見込まれるため、既存利用者の保護を図る観点から、「当面は、

メタル固定電話を中心とした固定電話の単体利用をユニバーサルサービスとして保障する

ことが適当」とした上で、メタル回線設備の円滑な縮退を図る観点から、①ＮＴＴ東西の

ワイヤレス固定電話12の地域限定の緩和や、②ＭＮＯ13各社が提供するモバイル網固定電話
14のユニバーサルサービスへの追加など、「モバイル網の活用を更に進めることが必要」と

している15。また、電話のユニバーサルサービスに、モバイル網固定電話を追加することで、

今後は、ＭＮＯを含めた複数事業者による連携したエリアカバーが実現可能となることか

ら、「サービスの効率的な提供を可能とし、ＮＴＴ東西の負担等を軽減する観点から、電話

のあまねく提供責務は、最終保障提供責務に見直すことが適当」としている16。 

また、ブロードバンドについて、多様な設備設置事業者が競争的にサービス提供してい

る状況を踏まえ、全国におけるサービスの効率的な提供を確保する観点から、「複数の事業

者が連携してエリアカバーすることを前提とする最終保障提供責務とすることが適当」と

している17。 

さらに、電話・ブロードバンドの最終保障提供責務の担い手について、「適格電気通信事

業者がいる地域では適格電気通信事業者とし、適格電気通信事業者がいない地域ではＮＴ

Ｔとする」こととしている18。 

これを踏まえ、本法律案では、ＮＴＴの電話のあまねく提供責務を廃止し、電話・ブロー

ドバンドともに、最終保障提供責務を設けることとしている。また、最終保障提供責務の

担い手は、適格電気通信事業者（申請して交付金を受ける者）がいる地域ではその者が担

い、それ以外の地域はＮＴＴ東西が担うことなどとしている。 

 

（２）公正競争の確保  

ＮＴＴは、日本電信電話公社時代に全国津々浦々に整備された線路敷設基盤（電柱、管

路等）を承継し、また、その上に設置された電気通信設備（固定アクセス回線）について

高いシェアを有している（メタル回線：約93％、光ファイバ：約73％（令和５年度末））。

これらの設備を用いて電気通信サービスを提供していることを踏まえ、現行法では、ＮＴ

Ｔに対して、「構造規制」と「行為規制」が課されており、具体的には、ＮＴＴ法ではＮＴ

 
12 ＮＴＴ東西のワイヤレス固定電話は、モバイル網（他者設備）を利用した固定電話であり、電話のユニバー

サルサービスの効率的な提供を可能とする観点から、令和２年のＮＴＴ法改正により、自己設置要件（ＮＴ

Ｔ東西の本来業務は、自己設備により行うことが必要）の例外として、不採算地域に限定して認められ、令

和６年４月からサービスの提供が開始されている。 
13 Mobile Network Operator の略称で、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、楽天モバイルのように、自

社のネットワーク設備を用いてサービスを提供する事業者のこと。 
14 ＭＮＯが提供するモバイル網を活用した固定電話サービスのこと。ＮＴＴドコモの「ｈｏｍｅでんわ」、Ｋ

ＤＤＩの「ホームプラス電話」、ソフトバンクの「おうちのでんわ」などが該当する。現在はユニバーサルサー

ビスに位置付けられていないことから、ユニバーサルサービスとしての技術基準が課されておらず、ＮＴＴ

東西のワイヤレス固定電話とは、通信品質等に差異がある。 
15 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」21 頁 
16 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」32 頁 
17 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」34 頁 
18 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」124 頁 
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Ｔ持株・東西の業務範囲等が、電気通信事業法ではネットワークの開放義務や不当な優遇

禁止等が、それぞれ規定されている。 

最終答申では、技術の進展等を踏まえ、経営自由度の向上を図る観点から、ＮＴＴ東西

の本来業務を県内通信に限定する「県域業務規制19」は、「県内業務と県間業務を区別する

競争政策上の意義が希薄化していること等に鑑み、撤廃することが適当」とした20。また、

ＮＴＴ東西の活用業務21について、「ＮＴＴ東西が、活用業務として行う業務の実施要件を

遵守して業務を営むための基準（実施基準）の作成・届出を行った上で、実施基準に則っ

て活用業務を行う限り、従来のような個別業務ごとの届出を不要とし、実施基準の遵守状

況を総務省において事後検証すること等が考えられる」としたほか22、その実施に事前届出

が必要であったＮＴＴ東西の目的達成業務23、目的業務区域外の地域電気通信業務24につい

ても、「事後届出制に緩和することが適当」とした25。一方、経営自由度の向上に伴うセー

フガード措置として、「各種取引条件等の公平性の確保」や「在籍出向及び役員兼任の禁止」

のうち「必要なものを法律上明確化することが考えられる」とした26。 

これを踏まえ、本法律案では、ＮＴＴ東西の県域業務規制の撤廃や、活用業務・目的達

成業務等の事前届出の見直しなど業務範囲の規制を緩和することとしている。また、不公

平な条件での取引禁止や卸先の情報の目的外利用の禁止等を明確化するとともに、グルー

プ内の大規模な事業者との合併等を新たに事後確認の対象とするほか、規制の遵守状況等

を事後検証することとしている。 

 

（３）通信インフラの維持・確保 

 ＮＴＴ東西は､日本電信電話公社から承継した全国規模の線路敷設基盤（電柱・管路等）

を保有しており､その上に敷設されている電気通信設備は､携帯サービスを始めとする様々

な通信サービスの提供に不可欠であるなど、ＮＴＴ東西の通信インフラは､我が国の通信

全体を支える基幹的なインフラとなっている。しかしながら、現行法では、ＮＴＴ東西の

電気通信設備について、重要な設備（電気通信幹線路等）の譲渡等の認可と自己設置要件

（ＮＴＴ東西の本来業務は自己設備での実施が必要）により適切な設置・維持を確保する

一方、線路敷設基盤には、適切な設置・維持を確保するための規律が設けられていない。 

最終答申では、ＮＴＴ東西の通信インフラの重要性等に鑑み、線路敷設基盤の譲渡又は

 
19 例えば、県間通信を含む光ＩＰ電話やＦＴＴＨの提供に当たっては、現状、ＮＴＴ東西は活用業務（後掲注

21 参照）を組み合わせ、事前届出をして特例的に役務を提供している。 
20 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」66 頁 
21 ＮＴＴ東西の本来業務（地域電気通信業務）を営むために保有する設備・技術・職員を活用して行う業務の

こと。ＮＴＴ東西の目的とは直接関係のない業務であるため、現状、業務や電気通信事業の「公正競争の確

保に支障がないこと」を要件として、「事前届出」により実施可能とされている。 
22 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」69 頁 
23 ＮＴＴ東西の本来業務の実施のために必要な業務のこと。具体的には、他社料金の回収代行や情報機器関連

商品の販売・保守等を行っている。 
24 ＮＴＴ東日本であれば、西日本地域で行う地域電気通信業務のこと。これまでに実績はない。 
25 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」69 頁、70 頁 
26 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」75 頁 
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担保等について「認可の対象とすることが適当」としている27。また、自己設置要件につい

ては、一定の例外28を追加した上で「引き続き維持することが適当」とした29。 

これを踏まえ、本法律案では、ＮＴＴの線路敷設基盤の譲渡等について認可の対象とす

るほか、自己設置要件を緩和することとしている30。 

 

（４）ＮＴＴに関する規律の担保措置 

 ＮＴＴ法では、ＮＴＴの業務・責務の適切な履行を担保するため、外資総量規制や外国

人役員規制のほか、政府によるＮＴＴ持株の株式保有義務（３分の１以上）、定款変更、合

併等、新株募集や事業計画等の認可制、財務諸表の提出義務等が設けられている。 

最終答申では、今回の見直しでは、ＮＴＴの目的・業務に基本的に変更はないことから、

「ＮＴＴの業務等の適切な履行を担保する観点で設けられている各種担保措置の必要性も

基本的に変わりがない」とした上で、政府の株式保有義務及び各種認可事項等のうち、定

款変更、合併等、新株募集や事業計画等の認可は「維持することが適当」とした31。他方、

ＮＴＴ東西の合併等の認可のうち、小規模な非電気通信事業者との合併等は、公正競争に

影響せず、本来業務への支障も少ないことから、「対象外とすることが適当」とした。また、

財務諸表の提出義務は、公表資料が入手可能であることから、「撤廃することが適当」とし

た32、33。 

これを踏まえ、本法律案では、ＮＴＴ東西等の認可は小規模な非電気通信事業者との合

併を対象外とし、財務諸表の提出義務は撤廃することとしている。 

 

（５）その他 

 本法律案では、上記のほか、電気通信番号（電話番号）の犯罪利用を防止するための電

気通信番号制度の見直し34や、現在、電気通信事業法で規律されている電報事業について、

 
27 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」53 頁 
28 最終答申では、自己設置要件の例外として追加すべき事項として、①ワイヤレス固定電話の不採算地域以外

での提供及びモバイル網固定電話の提供、②未整備地域等におけるワイヤレス固定ブロードバンド（共用型）

の提供、③最終保障提供責務を履行する場合における他事業者の光回線設備等を利用したユニバーサルサー

ビスの提供を挙げている（52 頁）。 
29 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」52 頁 
30 このほか、通信インフラの維持・確保に関する改正として、現在、認定を受けた携帯電話事業者等に対し付

与されている公益事業特権（土地等の使用に係る権利）について、不採算地域の効率的なカバーに有効な基

地局用の鉄塔等の共有を更に進めるため、基地局用の鉄塔等を携帯電話事業者に貸し出す事業を行うインフ

ラシェアリング事業者についても、認定を受けた場合は、適正・公正な利用等を担保した上で、公益事業特

権を付与することとしている。 
31 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」120 頁、121 頁 
32 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」121 頁 
33 このほか、最終答申では、ＮＴＴを規律する法形式について、「引き続きＮＴＴ法に規定する案」と「電気

通信事業法に規定し、結果としてＮＴＴ法を廃止する案」の主に二つが考えられるとした上で、総務省にお

いて、必要な規律を適切かつ確実に担保できる形式を検討することが適当としている（121 頁、122 頁）。 
34 令和６年 11 月に情報通信審議会電気通信事業政策部会が公表した「ＩＰ網への移行等に向けた電気通信番

号制度の在り方 最終答申」では、電気通信番号を悪用した特殊詐欺等の犯罪が後を絶たない状況を踏まえ、

「電気通信番号の特殊詐欺等への使用を排除する対策を講じていくことが適当」であるとして、電気通信番

号使用計画の認定に係る欠格事由に、特殊詐欺として立法事実のある犯罪（窃盗、詐欺及び電子計算機使用

詐欺）及び認定の取消しを受けた者を追加すること、電気通信番号を使用した卸電気通信役務の提供をしよ
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類似サービス（レタックス等）と同様に信書便法で規律することを内容としている。 

 また、本法律案の附則では、政府は、施行後３年を目途として、電気通信事業に係る制

度の在り方について検討を加えるとともに、ＮＴＴ法の改廃を含め、ＮＴＴに係る制度の

在り方について検討を加え、それらの結果に基づいて必要な措置を講ずることとしている。 

 

４．主な論点  

（１）ＮＴＴによるメタル固定電話のサービス提供範囲の縮小 

 本法律案では、電話のユニバーサルサービスについて、これまでＮＴＴに対して課され

ていたあまねく提供責務を最終保障提供責務に見直すこととしている。これにより、ＮＴ

Ｔ東西は、他事業者の提供地域であればサービスの撤退が可能となる。一方、メタル固定

電話の利用者の円滑な移行が進んでいない地域において、ＮＴＴ東西が業務区域を縮小す

ることは、既存利用者の利益を大きく阻害する可能性があることから、最終答申では、「既

存利用者保護の観点から、メタル固定電話の利用者が残存する区域では、ＮＴＴ東西の業

務区域の縮小を制限する規律を課すことが適当」としている35。制度の詳細を検討するに当

たっては、ＮＴＴ東西の負担軽減と既存利用者保護のいずれにも配慮した制度設計が求め

られよう。総務省においては、複数事業者による電話のユニバーサルサービスの提供の在

り方について、具体的な青写真を示すことが期待される。 

 

（２）ブロードバンドのユニバーサルサービス制度の運用開始に向けた取組 

 ブロードバンドのユニバーサルサービス制度は、未整備地域の解消を目的の一つとして、

令和４年の電気通信事業法の改正により創設され、これまで総務省において、制度の具体

的内容について検討が進められてきたが、令和７年３月現在においても、依然として制度

の運用は開始されていない36。本法律案では、ブロードバンドのユニバーサルサービス責務

等について見直すことが内容とされているが、条件不利地域等の未整備地域の解消を一層

促進するためにも、一刻も早い制度の運用開始が求められよう。本法律案において更なる

制度の見直しを行うとしていることから、総務省においては、本法律案も踏まえた、ユニ

バーサルサービス制度の運用開始に向けた具体的なスケジュール等を早急に示すことが期

待される。 

 

（３）公設光ファイバの民間移行に向けた取組 

 これまで、電気通信事業者による整備が十分に進まない過疎地域等の条件不利地域にお

いて、ブロードバンドを中心に地理的情報格差が発生していたことを踏まえ、情報格差が

生じる地方公共団体に対し、国が光ファイバ等の情報通信基盤の整備に必要な費用の一部

を支援することによって、情報格差の是正と利活用の促進が進められてきた。一方、近年、

 
うとする際に、契約の相手方が総務大臣から電気通信番号使用計画の認定を受けていることを確認するよう

義務付けることなどが示された（15 頁～18 頁）。 
35 情報通信審議会「市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申」32 頁、33 頁 
36 令和６年６月 21 日に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 年改訂版」で

は、令和８（2026）年度までに交付金の運用を開始するとしている（58 頁）。 
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光ファイバの整備を行った地方公共団体において、設備の老朽化に伴う更新、利用者のニー

ズや技術革新に対応した設備の高度化等により財政面の課題が深刻さを増している37。今

後、地方における人口減少等が一層進展した場合、財政的負担などを理由としてサービス

の継続が困難となり、地域住民にとって重要な通信手段が失われる可能性がある。こうし

た状況を踏まえ、これまで、総務省は、ガイドライン（令和３年３月）38や事例集（令和６

年10月）の策定に加え、高度無線環境整備推進事業39により民間移行の支援を進めてきた。

しかしながら、依然として民間移行が進んでいない地方公共団体も多く、引き続き取組を

進める必要があろう。 

 

（４）本法律案の附則における見直し規定の趣旨 

 令和６年改正ＮＴＴ法の附則では、令和７年の常会を目途としてＮＴＴ法の「廃止を含

め」、ＮＴＴに係る制度の在り方について検討を行うことが規定された。同附則等を踏まえ、

総務省の通信政策特別委員会等での検討を経て、令和７年常会に提出された本法律案では、

ＮＴＴ法の廃止について見送られることとなった。他方で、本法律案の附則では、施行後

３年を目途として、ＮＴＴ法の「改廃を含め」、ＮＴＴに係る制度の在り方について検討を

加え、その結果に基づく必要な措置を講ずることとしており、引き続き廃止の可能性を残

した規定となっている。同附則を規定した経緯と趣旨について説明が求められよう。 

 

５．おわりに  

 通信自由化により競争原理が導入されてから40年が経過し、この間、技術の進歩やデジ

タル化の進展により、情報通信を取り巻く環境は大きく変化し続けている。本法律案は、

そうした変化を踏まえ「時代に即した見直しを行うもの」とされている40。他方、ＮＴＴの

メタル回線設備の将来的な縮退やブロードバンドの未整備地域の解消、非地上系ネット

ワーク（ＮＴＮ）41といった新たな通信サービスへの対応、国際競争力の強化など、引き続

き検討すべき課題も多く残されている。本法律案を契機として、情報通信インフラの将来

を見据えた包括的な議論が行われることが望まれる。 

 

（いとう りょうた） 

 
37 例えば、全国知事会は、「公設の光ファイバ網等の高速情報通信施設は、地域の情報通信サービスの基幹と

なる重要なインフラである一方、利用者が少なく、維持管理費や更新経費等を料金に転嫁することが難しい

ため、「構造的に不採算」の状況」にあるとした上で、「民間への移行が円滑に進むよう、移行にあたって自

治体が公設設備の性能の高度化を伴う更新等を行う際の恒常的な支援制度などを創設すること」などを要望

している（全国知事会「デジタル社会の実現に向けた提言」（令 6.11.25）４頁）。 
38 総務省「公設光ファイバケーブル及び関連設備の民間移行に関するガイドライン 第 1.1 版」（令和３年３月） 
39 令和６年度から、地方公共団体が保有する設備を民間電気通信事業者に譲渡することを前提として当該設備

の高度化に要する経費に関して、一部を補助している。 
40 総務省ウェブサイト「村上総務大臣閣議後記者会見の概要(令和７年３月 14 日)」〈https://www.soumu.go.

jp/menu_news/kaiken/01koho01_02001429.html〉 
41 人工衛星や高高度プラットフォーム（ＨＡＰＳ）などの地上以外の通信手段を用いたネットワークのこと。

山間部や離島など、地上ネットワークの整備が困難な地域において通信環境を補完・拡充する手段として注

目されているほか、災害時の通信手段としての活用も期待されている。 


